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研究成果の概要（和文）：本研究は、無形資産（特に、研究開発費）を資産計上すべきか否かに

ついての実証的証拠を収集することを目的としている。分析の結果は次の２点である。①無形

資産を多く保有している企業では、研究開発費が有効に機能しており、その効果の継続期間は

４年程度であることが判明した。なお、広告宣伝費の効果について積極的な証拠は発見できな

かった。②利益目標を達成できそうもない状況における R&D費用の削減を通じた利益調整が、
売上高に占める R&D費用予算の割合が大きい場合（本研究では 5%以上）に見られることを発
見した。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, we looked for evidence to determine whether or not 
intangible assets should be capitalized. The results are as follows:①The R&D cost by only 
firm which has a lot of intangible assets is effective, for a duration of 4 years. Contrastively, 
we could not find any cost effectiveness for advertisements. ②Only when the proportion of 
a R&D budget is over 5% of sales, managers who are faced with the pressure to attain the 
earnings benchmark are likely to cut the R&D expenditure. 
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2009年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

2010年度 500,000 150,000 650,000 

年度    

年度    

  年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 
 
研究分野：管理会計学 
科研費の分科・細目：経営学・会計学 
キーワード：研究開発費、利益調整 
 
１．研究開始当初の背景 
 現行の会計制度の下では、特許権やのれん
といった極めて限られた種類の無形資産し
か貸借対照表に資産計上することができず、
その他多くの無形資産、中でも特に投資額が
大きくて重要なブランドや研究開発能力な
どは資産計上が認められていない。 
 会計制度上、ブランドや研究開発能力の形
成の為に投資される広告宣伝費や研究開発

費は、その投資効果が複数年にわたって持続
すると考えられるにもかかわらず、ブランド
や研究開発能力が無形資産として資産計上
できないために、支出した期に全額費用処理
しなければならない。しかし、この会計処理
は適正な期間損益計算を歪めるものである。 
 このような会計制度においては、経営者は
自由裁量経費である広告宣伝費や研究開発
費を利益調整の為に削減する可能性がある。
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つまり、今期の経営成績が目標利益に到達し
そうにない経営者は、その期の広告宣伝費や
研究開発費を削減することで費用を抑制し、
目標利益を達成するインセンティブが働く。
しかし、広告宣伝費や研究開発費を削減する
ことは、将来の企業収益を犠牲にすることで
もある。このような利益調整行動は、短期的
利益のために長期的利益を犠牲にする近視
眼的行動であり、企業にとって望ましいもの
ではない。 
 本研究により、①広告宣伝費や研究開発費
などの無形資産投資が長期に及ぶこと、及び
②企業が利益調整のために広告宣伝費や研
究開発費を削減すること、が明らかになれば、
これは広告宣伝費や研究開発費などの無形
資産投資を資産計上するための実証的証拠
となり得るはずである。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、無形資産投資を資産計上する
ための実証的根拠を探索するのが目的であ
る。これまで、この問題に関する標準的な実
証的根拠としては、価値関連性の低下（つま
り、財務数値と証券市場での評価との関連性
の低下）が挙げられていたが、本研究では、
これ以外の実証的根拠を探索する。 
 本研究では、広告宣伝費や研究開発費が経
営者の利益調整活動に使われる可能性に注
目し、ここに実証的証拠を求める。 
 このような研究を行うことで、無形資産投
資を資産計上するための、新たな実証的証拠
を提出できることが期待される。 
 
 
３．研究の方法 
 日本の上場企業の財務データを用いて実
証研究を行う。調査するのは次の２点である。
①無形資産投資の効果について測定する。具
体的には、広告宣伝費や研究開発費が無形資
産価値に与える影響とその期間について測
定する。②研究開発費が利益調整活動に利用
されているかを調査する。なお、広告宣伝費
については、利益調整の分析に必要なデータ
が収拾できないので、残念ながら調査を行っ
ていない。 
 以下に、それぞれの研究の具体的な方法を
記す。 
 
（１）無形資産投資の効果について 
 我々は、R&D と広告宣伝費は無形資産への
投資であるという観点から、成果を測る指標
として無形資産価値を用いる。無形資産価値
は直接観察することはできないので、我々は、
Simon and Sullivan (1993)の無形資産価値
概念に基づいて無形資産価値を定義する。 
 Simon and Sullivan (1993)の無形資産価

値概念においては、無形資産価値は株式時価
総額の中に織り込まれていると考える。そし
て、我々はこの無形資産価値に対する R&D や
広告宣伝費の長期的効果を測定する。この
我々の研究は、講義的に解釈すれば、R&D と
広告宣伝費が株式時価総額に与える長期的
効果を測定したものと考えることができる。 
 また我々は、R&D と広告宣伝費の望ましい
ラグの長さを、AIC に基づいて決定する。AIC
は回帰に含める説明変数を決定するのに有
効な指標であるが、これまでの先行研究にお
いて使われたことはない。 
 本研究は、日本の証券取引所に上場してい
る企業 435 社を分析対象とし、1980 年から
2005 年までの 26年間を分析期間とする。総
サンプル数は 8、813（社・年）である。分析
対象となる企業 435 社を IAの大きさを基準
に二つのグループに分類し、それぞれのグル
ープ毎に別々に回帰分析を実行する。このグ
ループ別けによって、効率的に広告宣伝投資
や研究開発投資を行っている企業群とそう
ではない企業群では、広告宣伝投資や研究開
発投資の効果が異なる事が明確になる。 
 
Simon, J. and M. Sullivan, 1993, The 

Measurement and Determinants of Brand 
Equity: A Financial Approach, 
Marketing Science 12(1): 28-52. 

 
（２）研究開発費が利益調整活動に利用され
ているか 
 本研究では、次の２つの仮説について検証
する。 
 利益目標としての事前の利益予測を達成
できそうもない状況では、利益目標を達成す
るための手段の一つとして、経営者は、自由
裁量的支出費用である R&D 費用を、当初の予
算額から期中に削減するであろう。 
 
【仮説 1】 利益目標を達成できそうもない状
況では、経営者は R&D 費用を当初の予算額か
ら期中に削減することによって利益調整を
行う。 
 
また、利益目標達成を目指す経営者が採用可
能な利益調整手段には、R&D 費用以外の自由
裁量的な支出の削減も含まれるし、さらに裁
量的な会計発生高の調整もあり得る。多様な
選択肢の中から、R&D 費用の削減が利益調整
手段として選択されるためには、R&D費用の
削減による利益調整を通じて利益に実質的
な影響を与えることが可能である必要があ
る。このような企業は、売上高に占める R&D
費用予算の割合が大きい企業であると考え
られる。この割合が小さい企業では、経営者
の裁量を活かしてR&D費用を削減したとして
も利益に対して十分な影響を与えることが



できない。利益目標を達成できそうもない状
況では、売上高に占める R&D 費用予算の割合
が大きい場合に、R&D 費用を当初の予算から
期中に削減することで、経営者は利益目標を
達成しようとするであろう。 
 
【仮説 2】利益目標を達成できそうもない状
況では、売上高に占める R&D 費用予算が大き
い場合に、経営者は R&D 費用を当初の予算額
から期中に削減することによって利益調整
を行う。 
 
 分析に利用するのは、金融および保険を除
く 2001 年度から 2003年度の三月末日を決算
日とする東証一部上場企業の連結財務デー
タである。この期間を分析の対象としたのは、
いわゆる会計ビックバンによって退職給付
会計や税効果会計が 2000 年 3月期決算から
導入され、それ以前の純利益の計算に含まれ
る項目と、それ以降の純利益の計算に含まれ
る項目との間に無視できない大きな変化が
生じたためである。 
 
 
４．研究成果 
（１）無形資産投資の効果について 
 分析の結果、無形資産を多く保有している
企業では、R&D の効果は３年後に現れ、全体
では約４年間継続すること、それに対して、
無形資産をあまり保有していない企業では、
R&D の効果は短期で終了してしまうことが判
明した。 
 広告宣伝費の効果は比較的長期間持続す
るようであるが、その効果の程度はあまり明
確でなかった。広告宣伝費の長期的効果があ
るとする我々の結論は、長期的効果はないと
したいくつかの研究の結論とは異なってい
るが、これは広告宣伝費の長期効果が微弱で
あることに原因があるのかもしれない。 
 現在、会計制度に関する議論では、R&D を
資産計上すべきか否か、また仮に資産計上す
る場合に、その減価償却方法はどうすべきか、
などについて議論が行われている。本研究結
果は、R&D 投資の成果は支出から数年後にな
ってようやく現れることを示唆しているが、
このことは、R&D にとって望ましい減価償却
方法を考える一助となる。具体的には、R&D
投資については、支出期から即座に減価償却
を開始するのではなく、数年後その成果が明
確になった段階で減価償却を開始するのが
望ましいのかもしれない。もちろん、これは
費用収益対応の原則のみから判断したこと
であり、他にも保守主義原則など考慮すべき
要素は多く、実際の制度設計はもっと難しい
ものとなるだろう。 
 本研究の結果は、無形資産を貸借対照表上
に表示すべきか否かという、会計学上の議論

に対して重要な実証データを提供する。もし、
広告宣伝投資や研究開発投資を無形資産と
して資産計上することを認める会計制度を
つくる場合には、①どのような広告宣伝投資
や研究開発投資に対して資産計上を認め、②
何年で償却させるのか、を決定しなければな
らない。本研究の分析結果からは、①に対し
ては、研究開発投資に関しては、すべての企
業に研究開発投資の資産計上を認めるべき
ではなく、無形資産を多く保有している企業
に限定して資産計上を認めるべきであるこ
と、広告宣伝投資に関しては、現状では資産
計上を認めるべきではないことが結論され
る。また②に対しては、研究開発投資に関し
ては４年程度で償却すべきであることが結
論される。 
 
（２）研究開発費が利益調整活動に利用され
ているか 
 本研究では、利益目標が達成できそうもな
い状況において、自由裁量的支出費用の代表
であるR&D費用の当初予算からの削減を通じ
て、「期中に」利益調整が行われるかどうか
について検証を行ってきた。 
仮説１の検証の結果、利益目標を達成できそ
うもない状況では、経営者は R&D 費用を期中
に削減することで利益を確保しようとする
という仮説 1 は支持されなかった。しかし、
仮説２の検証の結果、R&D 費用の削減を通じ
た利益調整が、売上高に占める R&D 費用予算
の割合が大きい場合（本研究では 5%以上）に
おいて見られることが判明した。これは、売
上高に占めるR&D費用予算額が大きい場合に、
R&D 費用の当初予算からの削減を通じた期中
における利益調整が行われるという仮説2を
支持する結果である。 
我々の分析に使用した回帰式は売上高に占
めるR&D費用予算額の割合に関する情報を組
み込んで拡張した式である。仮説 1は我々の
分析では検証されなかったが、仮説 2は検証
されたということは、売上高に占める R&D 費
用予算額の割合が、R&D 費用の当初予算から
の削減を通じた利益調整において重要な役
割を果たしていることを意味する。売上高に
占める R&D 費用予算の割合が小さい場合は、
その削減を通じても利益に十分な影響を与
えることができないため、この利益調整手段
は売上高に占めるR&D費用予算が大きい企業
において主に用いられているのであろう。期
中におけるR&D費用予算の削減を通じた利益
調整行動に見られるこのような傾向は、先行
研究において発見されていない。この意味で、
これを発見したことは、本研究の先行研究に
対する貢献の一つである。 
また、先行研究では、R&D 費用の削減を通じ
た利益調整が、当初の予算編成段階からの
R&D 費用の抑制を通じて行われてきたのか、



期中におけるR&D費用の削減を通じて行われ
てきたのかが必ずしも区別されてこなかっ
たが、少なくとも仮説 2が検証されたという
ことは、利益目標を達成できそうもない状況
において、売上高に占める R&D 費用予算が大
きい場合に、期中における R&D 費用の削減を
通じて利益調整が行われることを裏付ける
証拠となる。この発見は、目標とする利益額
を達成できそうもない状況では、自由裁量的
支出費用の削減を通じて利益確保が行われ
るといういくつかの先行研究によるアンケ
ート調査の結果とも整合的であり、アンケー
ト調査の結果を財務的なデータで裏付けた
ともいえるであろう。これが本研究の先行研
究に対する二つ目の貢献である。 
 
 以上、二つの研究の分析結果により、研究
開発費が支出時に全額費用化されるという
会計処理は、期間損益計算を歪め、それによ
り経営者に利益調整活動（利益を捻出したい
時に、研究開発投資を予定よりも削減するこ
とで、短期的な利益を確保する活動）を誘発
することが判明した。この結果は、研究開発
費を資産計上するための実証的根拠となり
得るものである。 
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